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環日本海計量経済モデルの構造とシミュレーション

ヂ 晴 抹

Ⅰ は じめ に

本稿は環日本海地域の分析を目的とする国際

連結計量経済モデルを作成し,それによる政策

分析及び予測などを行うことを課題としている｡

環日本海地域-の関心は,当初日本海沿岸諸

自治体が中心となって各種の研究機関を設立す

るなどといった形で進められてきたが,最近で

は日韓間で自由貿易地帯の設立の構想が浮上し

たり,中国の急成長で対中貿易 ･投資の意識が

高まるなどといった新しい状況によって徐々に

全国的な関心となって来ている｡ とりわけ,日

本海の近くに位置する中国東北部 (東北3省)

は日本語や韓国語の強い地域として,あるいは

国有企業改革と関わって先進国資本の導入に熱

心な地域として,先方からもこの環日本海-の

強い関心が示されるに至っている｡

このような関心の高まりはこの地域の国際交

流に関わる政策分析の必要性を高めているが,

そうした課題中二国際連結計量経済モデルという

フィールドから接近した研究成果として近年,

Shishido[1999]の貿易 リンク計量経済モデ

ルが出されるに至った｡このモデルは,環日本

海経済研究所が総力を挙げて構築したものだけ

あって,アメリカを含む七ヵ国を対象とし,産

業分割も行った本格的なものである｡ また,中

国はその全国マクロモデルに加えて,東北3省

部分のみのマクロモデルも構築されている｡先

に述べたような東北3省の特別の重要性を反映

したモデルとして特に注目したいと筆者は考え

ている｡

しかし,それでも,このモデルは,モデルの

中心をなす貿易ブロックにはこの東北3省部分

が含まれておらず,したがって,例えばこの地

域に対する何らかの政策が (中国全土への影響

と区別されて)東北3省にどのような影響を及

ぼすかと言ったことが分析できないものとなっ

ている｡ あるいは,このような大規模モデルは

個人研究者が利用できるような規模ではなく,

その意味では非常に使い勝手の悪いものとなっ

ている｡

以上のような理由により,本論文では,①

より環日本海地域を狭く限定した小型モデルを

作る,(参 東北3省モデルは貿易ブロックも備

えた完全なマクロモデルとして構築する,とい

う方針を設定した｡中国は ｢一国｣と言うより

は非常に地方の特立性が高いこと,この3省だ

けでも一億を超える人口を有すること (1998年

データで1億574万人)を考えれば,日本や韓

国などのモデルに対応させられるべきはこのサ

イズの地域であると筆者は考えている｡ また,

北朝鮮はデータの不足や信頼性,及び構造の不

安定さからモデルとして構築することを断念し

た｡したがって,本モデルが内生化する国 ･地

域は,日本,韓国,ロシア,東北3省の3国,

1地域である｡ ロシア極東部分割もデータの制

約から今回は見送らざるを得なかった｡従って,

本稿のモデルは今後とも継続して続けられる環

日本海地域計量経済モデルの構築作業のスター

トと理解されたい｡

また,使用ソフトウェアはこうしたマクロモデル

用に東洋経済新報社が開発したECONOMATE

2000である｡

ⅠⅠ データについて

本モデルの推計に当たって,以下のような基
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本方針を立て,データを選んだ｡すなわち,ま

ず国 ･地域別統計年鑑あるいは統計資料を優先

し,次に国際機構の統計資料を使用し,最後に

先行研究のデータを使用した｡

分析に必要なデータについて日本と韓国は基

本的に公表されており,1970年代初めから1998

年までの推計が可能であった｡ただ,資本ストッ

クに関しては韓国も公的機関によって公表され

たものがないため,大西 [1998]の APPEN-

DIXI推計値を利用した｡

中国東北3省のデータは主に中国統計出版社

によって出版されている省別年鑑によって得ら

れているが,項目がすべて統一されたわけでは

なく,それぞれ省別の統計には差異が存在した｡

東北3省の中で国民計算勘定に関する統計がい

ちばん進んでいるのが黒龍江省であり,国内総

生産,民間最終消費支出,政府支出,固定資産

投資,在庫投資は1978年から1998年までの名目

及び実質値が公表されている｡ 吉林省は1978年

から1997年までの名目と実質値が公表されてい

るが,1998年 (『書林統計年鑑』1999年)に関
しては国内総生産を除いて名目のみであり,早

むを得ず1998年の GDPデフレ一夕で実質化を

行った｡遼寧省は国内総生産を除いて名目値だ

けが統計されており,同様にGDPデフレ一夕

で実質化を行った｡

しかし,『中国統計年鑑』を含め,各省別年
鑑に共通して存在する問題点は,財 ･サービス

の輸出及び輸入に関するそれぞれの統計 (名目

と実質値)は出されておらず,国内総生産と上

の他の変数との差額としての輸出入収支が統計

されていることである｡ 省別の財 ･サービスの

輸出入は対外国貿易及び国内移出入によって構

成されているが,国内移出入に関するデータが

公表されていないため,財 ･サービスの輸出及

び輸入に関する統計の入手は難しい｡そのため,

筆者は以下のような推計作業を行った｡すなわ

ち,省別年鑑及び 『中国村外経済貿易年鑑』で

東北3省の対外国商品輸出と輸入を統計し,世

界銀行によって編集されている WoldTablesの

中国輸出入単価の統計を使って実質化を行い,

そこから統計式を利用し,財 ･サービスの輸出

と輸入を推計した｡また,国内の移出入は統計

誤差として扱っている｡ロシアに関してはGDP

デフレ一夕で実質化を行った｡

ⅠⅠⅠ モデルの構造

本環日本海地域国際連結計量モデルは,各

国 ･地域のマクロモデルとそのマクロモデルを

リンクする際のインターフェースの役割を果た

す貿易リンクモデルによって構成される｡

まず各国 ･地域のマクロモデルの推計手順を

説明する｡ なお,これらのモデルは財市場,労

働市場,金融市場から構成され,開放型ケイン

ジアンモデルに物価関数推計のための総供給関

数を導入するという形をとった｡

まず財市場で,家計と企業の最適行動を通じ

て消費需要と,投資需要が決められ,内外にお

けるそれらの派生需要として輸出入が決められ

る｡また,政府支出は外生として与えられ,国

内総生産 (GDP)はこれら各需要項目の合計

として決まる｡ すなわち,需要水準が産出水準

を決定するというケインジアンモデルの基本的

構造を有している｡

他方,供給面において,需要面から決められ

た産出水準 (y)と生産関数から求められる潜

在産出水準 (i?)のギャップとして決定され

る稼働率 (Y/Yp)が物価水準に影響を及ぼす｡

すなわち,国内産出価格は労働市場で決まる賃

金コス トにマークアップ率を乗じて決定される

が,このマークアップ率は稼働率から影響を受

ける｡ また,国内需要デフレ一夕は,国内産出

価格に加えて輸入コストの影響も含まれでおり,

そのため外国財価格の変化からも影響を受ける｡

ここで決められた価格は需要面にフィードバッ

クされ,需要に影響を与える｡

労働市場では,企業にとっての実質賃金

(W/Py)と財市場で決められた産出水準の関

数として労働需要が求められ,労働供給との

ギャップである失業率が期待物価上昇率ととも

に賃金上昇率を決定すると言うフィリップス

カーブが想定されている｡
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金融市場では,マネタリーベースの需給均衡

式から短期利子率が決定される｡また,名目利

子率から物価上昇率を差 し引いた実質利子率は,

財市場にフィードバックされ,財の需要に影響

を与えるものと設定している｡

次に,以上のような基本枠組みの下で実際に

推計された各国 ･地域のマクロモデルを説明す

る｡ 各国 ･地域マクロモデルはさらにいくつか

の部分 (最終支出,稼働率と労働市場,賃金 ･

価格ブロック,金融ブロック)に分けられうる

ので,以下ではその順に説明する｡

1 最終支出ブロックの構造

本ブロックでは GDPの構成項目及び GDP

が決定される｡GDPは以下の定義式により与

えられる (方程式 1-4)｡

GDP-CF+IF+CG+EXIIM+DISC

CP:実質民間最終消費支出

〃':実質民間総固定資産投資

CC:実質政府支出

EX:実質財貨サービスの輸出

IM :実質財貨サービスの輸入

DISC:在庫投資および統計誤差

① 実質民間最終消費支出

実質民間最終消費支出は恒常所得仮説をベー

スに習慣効果を加味して定式化を行っている｡

C-I(GDP,C_1)

ここで,Cの添え字としてある _1はこの変

数が前期のものであることを示している｡ 推定

された結果は以下のとおりである (方程式9-

12)｡ただし,ロシアは消費支出など入手でき

たデータの期間も非常に短く,推計上の自由度

を失わないため,前期の自分自身 (前期の消費

支出)を説明変数から省いている｡本来なら,

推計自身をあきらめねばならないほどの短い期

間しかデータ入手はされていないが,今後も

バージョンアップしていくモデルの最初のバー

ジョンとして,現段階でもこのような推計をし

97

ておくことは意味があると考え推計した｡この

ことは消費関数だけでなく,他の関数について

も言えることである｡

ただし,方程式リストの OLSは普通最小2

乗法,orcuttはコクラン･オーカット法,そ

の後ろの括弧の中は推計期間,R〈2は自由度修

正済み決定係数,sDは標準誤差,DW はター

ビンーワトソン比,ROはコクラン･オーカッ

ト法推計時の残差の自己相関係数であり,方程

式係数の下に示された括弧内の数値は t値であ

る｡ また,韓国方程式の中にあるD97という

変数は,97年のみを1とし,他の年を0とする

ダミー変数である｡ 以下同様の表記をしている｡

② 実質民間総固定資産投資

民間設備投資は企業の利潤最大化原理に基づ

いて定式化している｡

すなわち,

IF-I(GDP,(i-7T))

i:名目利子率 7r:物価上昇率

そして,推定された結果は以下の通 りである

(方程式13-16)｡なお,ロシア方程式はまた前

述と同じ事情で極めて簡単な形でしか推計でき

なかった｡

なお,D9091とD98という日本方程式はそ

れぞれ1990年から91年までを1,1998年を1と

するダミー変数である｡ 前者は言うまでもなく,

実態から離れた過剰投資を意味しており,後者

はアジアの通貨危機などの影響で固定資産投

資が著しく減っているのを表していると考えら

れる｡

③ 輸出入の国内価格化と実質化

国際貿易ブロックは基本的に貿易リンクモデ

ルで説明するが,複雑な国際関係の中で決めら

れた ｢財の輸出入｣(ドルベース)が為替レー

トで調整され,各国価格に変えられなければ

(方程式17-20,28-31),GDPを構成する定

義式に入っていくことができない｡また,各国

GDPの最終的な定義式は実質レベルで設定さ
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れているから,この輸出入を実質化する (方程式

24-27,35-38)ための輸出入デフレ一夕を定

式化する必要がある (方程式21-23,32-34)｡

以上に見るように, ドルベースの輸出額を各

国通貨に転換する式は定義式ではなく,統計式

となっているが,これはドルベースの値が ｢財

の輸出｣として導かれているのに対し,求めら
れるものが ｢財 ･サービスの輸出｣であること

による｡ただし,両者の差はあまり大きなもの

ではないから,安定した方程式として推計され

ている｡また,中国東北3省ではこの方程式が

統計式でもなく,単に1.2を前者に掛けたもの

として設定されているのは,後者の変数が明ら

かでなく,この定義式で本モデルで推計された

ものだからである｡ また,財 ･サービスの輸出

(入)デフレ一夕は中国の商品輸出 (入)単価

に為替レー トを掛け1990年を100として調整し

たものである｡ロシアの場合は,商品輸出入価

格が世界銀行 (StatisticalHandbook)によって

公表されつつあるが,データの期間がまだ短

いため,やむを得ず GDPデフレ一夕で実質化

を行った｡第2次,第3次モデルで推計し直し

たい｡

DISCは統計誤差及び在庫投資の合計である

が,東北3省のみは国内他省との移出入収支も

含めている｡ この移出入収支を逆推計するため

に以下のような作業を行った｡すなわち,東北

3省の名目在庫投資を黒龍江省の在庫投資デフ

レ一夕を用いて実質化を行い,DISCから引い

た｡その結果,以下のような興味深いことが発

見された｡すなわち,1992年を境にこの負の値

の絶対値は縮小し始め,1997年からはプラスに

転じている｡ 統計誤差がわずかなもので軽視す

るとこれこそが東北3省の移出入収支である｡

1992年は中国が対外国貿易経営権を民間企業に

一層下放した年で,それから東北3省の貿易,

特に輸入は著しく増えてきた｡すなわち,改革

開放の進化につれて東北3省は地理的に緊密な

隣接性をもっている環日本海諸国との貿易が急

成長し,また,外国から輸入されたものが国内

の他省に再移出され,移出入収支が改善された
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ことを物語っている｡ この傾向はますます強

まっており,環日本海地域の経済交流はもっと

拡大するであろう｡

2 稼働率と労働市場ブロック

次に,次節で各種価格を導くための市場条件

を定式化するためのブロックを設定する｡ まず

は稼働率,次に労働市場を論じる｡

① 稼働率 (cU)

稼働率を導くためには生産能力に関する想定

が必要になるから,ここでは次のような稼働率

を含む生産関数を想定することとした｡すなわ

ち,CUを稼働率,K_1 を資本ス トック,LE

を労働雇用量として,

GDP-A･(CU･K_1)α･(LE)β,(α+β-1)

しかし,ここでは稼働率が求めるべき変数であ

るから,次のように上記の生産関数変形して,

稼働率関数を推計した｡ただし,この形でうま

く推計できたのは,本モデルが内生化する4ヶ

国 ･地域のうち,日本と韓国のみであった｡

CU-I(GDP/LE,K_l/LE)

推計された結果は以下のとおりである (方程

式39,40)｡また,ここで用いられた資本ス

トック方は以下のような定義式によって導か

れている (方程式41,42)｡

K-(llD)K_1+IF

ただし,ガ は資本ス トック,βは減価償却

率,K_1は前期の資本ス トック,IFは総固定

資産投資を表している｡

② 労働需要 (L)

次の労動需要は基本的に労働コストをあらわ

す実質賃金率と,生産水準の影響を表す実質

GDPで説明されている｡ ロシアについては,

ここでも方程式を推計していない｡理由は,徳
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に失業率を説明変数として賃金を導くことを目

的としてこの労働市場を内生化しているのであ

るが,その賃金の導出にロシアの場合,失業率

が有意に推計されなかったためである｡ ソ連崩

壊後のロシアは,実質賃金が下落するなかで失

業率も上昇している｡ このように安定的なフィ

リップス曲線が存在しない状況では,賃金関数

の中で失業率をうまく説明変数として設定する

ことはできない｡

L-I(W/P,GDP)

ただし,Lは雇用者数,Pは物価指数,W

は名目賃金を表 している｡ 推定された結果は

以下の通 りである (方程式43-45)｡ただし,

韓国の場合,実質賃金項が有意に推計 されな

かった｡

③ 失業率 (UR)

すぐ前に述べたようにロシアについては言え

ないが,一般には失業率と実質賃金との間には

安定的な関係があるものとされている｡ それを

基礎に,実質賃金を説明変数とした失業率関数

を求めたのが以下の日本と東北3省の関数であ

る｡ ただし,韓国はそのままの形では推計がで

きず,労働需要の状況を表すような別の変数,

すなわち,投資の変化率で失業率を説明した｡

投資増大率の高い時には雇用にもより強い需要

があるだろうというものである｡ 推計結果は以

下のとおりである (方程式46-48)｡

3 賃金･価格ブロック

以上で,商品市場と労働市場のふたつの市場

状況が明らかとなったので,そのふたつの市場

に関わる価格を導く｡ まずはコス トとしての賃

金である｡

① 貸 金

賃金は労働市場の需給関係を表す失業率と労

働者にとってのコストである消費者物価 (ない

し一般物価)を説明変数として導くことができ

るものと考えた｡すなわち,

99

W/W_i-I(UR,P/P_I)

Ⅳ:名目賃金

P :物価 (通常は消費デフレ一夕)

そして,推定された結果は以下の通 りである

(方程式49-51)｡前述のように,ロシアにおい

ては,労働市場の状況と賃金との間に有意な関

係を見出すことができなかったため,GDPデ

フレ一夕で推計を行った (方程式52)｡

(参 価 格

もうひとつの市場である商品の価格は主とし

て供給側の条件から決定されると考え,以下の

ように定式化した｡すなわち,

p-I(W/77,CU,PM)

P :生産物価格

77:労働生産性

PM:輸入物価

われわれのモデルでは,この価格決定式は市場

を代表する価格 (キー･デフレ一夕)に適用し

(方程式53-56),他の支出項目別デフレ一夕は

このデフレ一夕と当該価格変数固有の変数を説

明変数とした定式化により決定される (方程式

57-60)｡ キー ･デフレ一夕には国内需要デフ

レ一夕 (PDD)または卸売 り物価指数 (WPI)

が用いられている｡

4 金融ブロック

本章の最後に金融部門に関する推計について

補足しておきたい｡

短期金利

金利は単純化された金融市場の需給均衡式に

より導出されている｡ 実質所得と短期金利の関

数である実質貨幣需要が実質貨幣供給と均衡す

る条件から次式が成り立つ｡

M/PGDP-I(GDP,RS)

〟:マネーサプライ (外生)

PGDP:GDPデフレ一夕
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RS:名目金利
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表 1 国間貿易マトリックス

実際の推計にあたっては,上記の式を金利に

ついて解いた誘導型を用いている｡ ただし,こ

の形のままで推定できたのは韓国のみであった

(方程式61)｡日本の場合は現在の異常な低金利

など,公定歩合 (DR)といった政策変数に直

接影響されていることが重要である (方程式

62)｡また,東北 3省の場合は本来の ｢国｣で

はないため,マネー ･サプライを変数として採

用できず,そのため方程式を推計できなかった｡

また,ロシアはデータ不足のために推計できな

かった｡

5 貿易リンクブロック

次に貿易リンク･モデルの推計手順を説明す

る｡ 貿易リンク･モデルは,経済活動の相互依

存関係の分析を主要な目的の一つとしている本

計量経済モデルにおいては中枢的な役割を担う

モデルである｡ より具体的に言えば,各国 ･地

域の (ドル建て)輸出価格関数と輸出関数が内

生化されるブロックである｡ 以下でその定式化

を説明する｡

今,i国からj国への輸出量を T"･とする｡ i

国の実質輸出 (Ej),j国の実質輸入 (M,･) は

各々次式で表される (表1を参照)｡

Ei-∑Ti,I
)'

M,-∑T"

つまり,この表を縦に足せば各国が世界各地

から輸入している合計が計算され,逆に横に足

せば世界各地に輸出している合計が出せるとい

うことである｡ また,世界貿易 (〟)は次の

通りであり,世界輸出合計は世界輸入合計と等

しくなる｡

W-∑E,.-∑M,･-∑∑Tり
1 ) ij

この関係は名目値 (各々 Vを付ける)につい

j国

i国 TLj Ei

Mj W

て

も同様である｡EVi-

∑TV"･.∫MV1-∑TV".i
WV-∑EVi-∑MV,-∑∑TV,,
t J l

jところで,

EV,-PEl*EIMVi-PMi*

MiWV-∑PE*E,-∑
PM*M,.l

tしたがって,輸入価格と輸出価格は独

立ではなく,次のように定義される｡ すなわち,PM,･-∑at,･*PE,I
(αij-T,,/M,I,∑cr,,.-1)t

1この式から分かるように各国の ｢輸入価格 (

上式のPM,･)｣はそれぞれ各国の ｢輸出価格

(上式のPE,)｣と整合的でなければならず,

したがって,後者から前者を導ける｡具体的に

は,本モデルでは国内代表価格と為替レートで ｢輸

出価格｣を導き (方程式63-65),その後に

定義式で ｢輸入価格｣を求める｡ ロシアは輸出

入デフレ一夕が現段階で十分に入手できないた

め,輸出入価格関数は推計されていない｡またそ

の他の世界の輸出価格は外生変数として扱って

いる｡次に ｢輸出関数｣の推計結果を示す｡

といっても,ある国のある国への輸出は後者の

国の前者の国からの輸入であり,これは ｢輸入
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的な式の特定化は以下のようなものである｡

EXMNAB/PUEA-I(GDPB,PUEA/WPIB)
EXMNAB:A国からB国-の名目商品

輸出

GDPB:B国の GDP
PUEA.'A国の輸出単価

WPIB:B国の国内キー ･デフレ一夕

すなわち,実質輸出はその輸入国の GDPと

輸入国物価に村する輸出国の輸出価格の相対価

格に依存するという定式化である｡ ただし,ロ

シアと諸国との貿易マ トリックスは名目GDP

によって説明されている｡具体的な推計結果は

以下のとおりである (方程式66-106)｡ また,

環 日本海諸国からその他の世界-の輸出は

WTMすなわち,世界の総輸入によって説明

されているが,WTM は世界各国の輸入の総

和として得れている (方程式107)｡

さて,各国モデルにそれぞれの国の国内変数

が与えられると,貿易リンクモデルでは,推定

された輸出価格関数と輸出関数に基づき各国の

(ドル建て)輸出量が計算される｡ それらは為

替レートで調整され自国通貨建ての輸出量とな

り,再び各国モデル内での国内総生産の決定に

フィードバックされる｡ このあたりの関数は既

に上で解説した｡また,それらと同時に決定さ

れた輸入価格関数 (方程式113-115)と輸入関

数 (方程式108-112)も同じように,為替レー

トで調整された後,各国モデル内の方程式に

フィードバックされている｡

なお,以上の全方程式は APPENDIXに整

理されて掲載されている｡

ⅠⅤ モデル分析

1 モデルのパフォーマンス

以上が本計量経済モデルの基本的な理論枠組

みと推定結果であるが,マクロモデルはかなり

安定的な結果を得 られた｡その理由は日韓は

1970年初から,東北 3省は1978年からというよ

うに,ロシアと違ってデータ期間が多く取れた
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表 2 最終テストの平均絶対誤差率

(マクロ変数,実質債,%)

日 本 韓 国 中国東北部

ロシアGDP 2.3 3.7 4

.7 18.6CP 1.2

2.5 3.8 8.9ⅠF 2

.9 4.8 8.2 16.3Ⅰ

M 5.5 8.7 20.5 12.7EX 6.8 9.

8 15.620.

3 15.035.7

40.5CU 2.8 4.5UR

12.6 15.7WⅠ 3.2 8.37.6

7.1 10.2WPⅠPDDPGDP 2.67.5 8.59

.1表3 最終テストの平均絶対誤差率(貿易マトリッ

クス, ドルベース名目値,%)輸入国輸出国日 本 韓 国
中国東北部 ロシア その他日 本 6

.3 10.614.3 12.4 63.3

8.0韓 国 39.027.1

32.7 7.3中国

東北部 8.6 58.010.2

5.9ロシア 53.0 36.6

ll.1その他 7.2 7.

7 8.8からである｡ また係数が安定的

な期間を選択した場合もある｡ しかし貿易リン

クモデルにおいては,東北 3省について入手で

きる貿易マ トリックス ･データ期間が短いため

,各方程式で安定的な係数を推定できたかどう

かには疑問が残る｡ また,韓国と中国の間での貿易関係

の開始が遅く,それもまたデータ期間の延長に

とっての障害となった｡以上のために,結局最

終テスト期間はやむを得ず1992年から199

8年までになってしまったが,その期間の最終

テス トの平均絶対誤差率は以下のとおりとなっ

た (表2および表3)｡この結果は,極めて分

かりやすい｡データの信頼性やそもそも市場化

が進んで構造が安定化している日本,韓国では

モデルによる説明力が高いのに対して,中国と
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ず再推計されなければならないプロトタイプ ･

モデルとして位置付けられなければならないと

思われる｡

2 シミュレーション

以下では,こうした限界を認めつつも,現段

階で可能ないくつかのシミュレーションを試み

たい｡第一には,本モデルを使った中短期経済

予測を,そして第二に各国 ･地域における財政

政策の国際的な波及効果分析,そして最後に関

税引き下げによる貿易の自由化をシミュレー

ションする｡ とりわけ,最後の貿易自由化は現

在検討が進められている日韓間の自由貿易地帯

形成の効果として分析する｡

① 中短期経済予測

そこでまず,予測であるが,こうした予測を

行う場合,外生変数にまず一定の想定を行う必

要がある｡ といっても,その予測値自体はモデ

第20号 (2000.10)

ルによるものではないので,あまり長期の予測

を行うわけにはいかない｡本モデルが需要決定

型の短期モデルであることもその理由となる｡

したがって,ここでは2005年までの中短期の経

済予測を行うこととした｡なお,そこでの外生

変数の想定は,過去の趨勢を考慮 して大まかな

形で次のように設定した｡

まず為替レートであるが,各国とも現行レー

トで延長した｡具体的には,日本円は100yen/令,

韓国ウォンは1000won/S,中国元は8.3yuan/S,

ロシア ･ルーブルは20ruble/Sとした｡中国

の預金金利を3%,日本の公定歩合を0.5%と

したのも,現行の延長である｡ また,減価償却

率は日本は9%,韓国は8.5%とした｡前者は

最近年の現実値,後者は大西 [1998]APPEN-

DIXIの推計値を利用 した｡さらに,DISC-

｢在庫投資+統計上の不突合｣は日本が2000,
韓 国が -9000で固定, 中国東北部 は年率

10.4%で増えるものとした｡

表4 主要変数の予測結果 (90年基準実質値表示)

2000年 2001年 2002年 2003年 2004年

2005年GDP対前年成長率･日本 1.8 2.2 2.6 2

.8 3.5 3.3GDP対前年成長率･韓国 5.1 4.7

5.3 4.2 6.7 5.8GDP対前年成長率･東北部 6.

8 6.5 6.4 5.8 5.3 4.6GDP対前年成長率･ロシ

ア 2.3 1.6 1.3 7.8 10.3 12.6輸 出.日 本 77,832

81,476 86,569 90,847 98,664 115,481輸 出.韓 国 182,207 196,222 211,586 238,670

257,581 300,379輸 出.東北部 692

712 735 764 812 876輸 出.ロシア 201 266 327

413 456 511輸 入.日 本 62,388 65,396 68,855 72,328

76,693 83,274輸 入.韓 国 142,779 155,830 162,986 169,989 180

,113 188,095輸 入.東北部 361 453 566 621 698 77

5輸 入.ロシア 113 159 189 283 300 361貿易収支.日 本 15,444 16,080 17,714 18,519 21

,971 32,207貿易収支.韓 国 39,428
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他方,政策変数としての実質政府消費支出は

日本,韓国,中国東北部,ロシアでそれぞれ,

2%,5%, 8%,10%の率で伸びるものとし

た｡また,マネー ･サプライは,日本,韓国で

それぞれ3%,15%の率で伸びることとした｡

最後に,｢その他の世界の輸出価格｣は,年率
2.5%で上昇するものとした｡これらすべては

最近年の実績の延長である｡

それでは次に主要な変数について表4によっ

て実際の予測結果を示そう｡

この表を見ると,まず不況脱出過程にある日

本が少し成長率を持ちなおして,2.7パーセン

トの成長を続けること,韓国は5パーセント近

い成長率に戻すことが興味深い｡また,1999年

に7パーセント程度の成長だった中国が (中国

全土と東北部との違いがあるにせよ)次の2000

年には6パーセント台に低下し,その後も同程

度のスピードで低下するという予測も興味深い｡

それに対して,これまで低迷を続けたロシアが

2003年から高成長軌道に入ってくるというのが

成長率に関する予測結果となっている｡

他方,各国 ･地域とも輸出入を拡大するとい

う予測となっている｡ この4ヶ国とも現在は貿

易収支が黒字となっているが,それは持続され

る｡ ただし,その黒字幅は中国東北部では縮小

する｡人民元レートが高すぎるようになってし

まっているのか,他の地域と違って旧来型の国

有企業が多い中国東北部に特徴的な限界性であ

るのかはまた別途研究されなければならないだ

ろう｡ いずれにせよ,一部変数のみの考察だけ

でも大変興味深い結果を本モデルは提供してく

れているといえよう｡

(参 政策シミュレーション

本節では財政政策が自国及び他国の経済活動

に及ぼす効果について示す｡ そこでまず,ここ

でのシミュレーションの方法を示すと,1999-

2005年の予測期間において財政政策シミュレー

ションとしては実質政府消費支出が標準ケース

の実質 GDPの 1%に相当する額だけ増加し,

それをシミュレーション期間中継続することを
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表5 日本の財政政策効果

(基準解からの乗離率,90年基準実質値,%で表示)

2000年 200

5GDP.日 本 4.308 7

.832GDP.韓 国 2.889

7.321GDP.東北部 2.

113 4.568GDP.ロシア 2.011 3.717

表6 韓国の財政政策効果(基準解からの乗離率,90年基準実質値,%で表

示)2000年 2005年

GDP.日 本 0.211 0.77

6GDP.韓 国 1.812 3.

223GDP.東北部 0.111

0.674GDP.ロシア 1.226 1.813

表7 韓国の財政政策規模に調整した日本の財政政

策効果(基準解からの乗離率,90年基準実質値,%で表示)

2000年 2005年GDP.

韓 国 0.176 0.501G

DP.東北部 0.129 0.313G

DP.ロシア 0.123 0.255前提とした (表 5, 6)｡そこで,その結果を

見ると次のような特徴が取り出せる｡すなわち,

(1)自国への効果について,実質 GDp-の影響の大 き

さを見ると, 日本は4.308-7.832,韓国

は1.812-3.233,東北 3省は1.012-2.688で,日本が比較的

大きな値となっており,これは主に日本の

国内民間需要の反応が大きいことによる｡

(2) 他国-の波及効果については,日本,

韓国の財政政策は,自国国内需要の増加を

通じて他国の輸出を増加させ,他国の実

質GDPを増加させている｡ 他国-の波及

効果も日本がはるかに韓国を上回っており,

経済大国としてこの地域の経済活動に重要

な影響力

を持っている｡ 東北3省の財政政策は他国にほ
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なぜなら,日本と韓国の経済規模の違い

(すなわち,各国 GDP比 1%というショッ

クの大きさの違い)によって,他国-の影

響の度合いも異なるからである｡ そのため,

次の表 7では追加される財政支出の規模を

表 6の規模に調整した｡この結果を見ると,

ロシアに対 しては若干の差は存在するが,

東北3省に対する両国からの影響,および

日本の韓国に対する影響,韓国の日本に対

する影響にはそれほどの差は存在しないこ

とが伺える｡ ロシアに対しては2次,3次

モデルでもっと検討したい｡

(参 自由貿易地帯形成の効果分析

ここでは,このモデルを使って最近検討が行わ

れている日韓両国の自由貿易地帯形成の場合の

経済効果についてシミュレーション分析を行う｡

シミュレーションを行う前にまず,貿易価格

の引き下げが貿易連関モデルを通じて輸出国,

輸入国に与える影響を考えてみる｡ すなわち,

A国がB国に村する輸出価格を引き下げたとす

ると,これはB国にとっては輸入価格の低下で

あり,B国の輸入は増加する｡いうまでもなく,

この効果は輸入関数の価格項の弾力性が大きい

ほど大きい｡またA国の輸出価格の低下による

B国の輸入物価の低下は,B国の国内物価も引

き下げることになり,この効果はB国の輸入中

のA国のシェアが大きいほど大きくなる｡ この

国内価格の低下は,輸入関数中での当初の相対

価格変化の (輸入促進的)効果を一部相殺する

ことになるが,一方で,B国の実質所得は増大

することになり,一層輸入拡大的な方向-の効

果も当時に働 く｡

日韓が自由貿易圏を形成し,相互に輸入関税

を下げるということは,相互に輸出入価格を下

げるのと同じ効果を持つ｡ つまり,上記の効果

が相互に働 くこととなるが,その効果を次のよ

うなシミュレーションで見ることにする｡ 具体

的には,日韓双方が互いに相手国に対する関税

を全廃するものとし,それを輸出価格がそれぞ

れ2.2%,3.7%下がると仮定した｡この数字は,

表8 日韓自由貿易地帯形成の効果

(基準解からの乗離率,90年基準実質値,%で表示)

2000年 2005

年Gop.日 本 0.247 1

.940GDP.韓 国 -0.585

7.437EX.日 本 2.

787 5.700EX.韓 国

3.628 7.208ⅠM .日 本 5.008 5.875

ⅠM .韓 国 7.334 9.98

3CP.日 本 0.135 1.

451CP.韓 国 -1.665

3.533ⅠF .日 本 0.

285 2.236ⅠF .韓 国 -2.13

5 7.2641998年における両国の

全世界に対する平均関税率である｡ つまり,日

韓間のお互いに対する関税率もこれと同じもの

と仮定し,それがゼロとなるというシミュレー

ションを同率の輸出価格減少の

問題としてシミュレーションのである｡この結

果は表8の通りである｡域内の貿易価格の低下は域内の

貿易量を増加させ,日本では輸出が2.787-5.

700%,輸入が5.008-5.875%の増加,韓国ではそれぞ

れ3.628-7.208%と7.334-9

.983%の増加の効果があると計測された｡自由

貿易が始まる直後の2000年には韓国は輸出

より輸入の方が急激に増え,実質 GDPに負の影響

を与えている｡ しかし,自由貿易 6年目の20

05年には消費と投資が順調に成長し,実質 G

DPがプラスに転じるのが興味深い｡自由貿易

地帯の形成は企業の競争促進,生産性の向上,

投資拡大,産業構造の変化などの幅広い効果を

もたらし,結果的に日韓両国に利益をもたらすと思

われる｡ 今後の産業連関分析-のモデルの拡張で詳しく検討したい｡

Ⅴ あ わ りに本文中でも述べたよ

うに,本稿のモデルは今後とも継続して続け

られる環日本海地域計量経済モデルの構築作業

のスター トに過ぎない｡よって,今後数次の改

訂を加えて,より実用性の高い高品質のモデル
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たように,ロシアの改革はあまりに途上であり,

データの制約や構造の不安定さもある｡ また,

中国東北部をひとつの ｢国｣のように扱ってマ

クロ･モデルを作るという試みは必要かつ開拓

的ではあるけれども,他方でこれもまたデータ

などの強い制約を受けている｡ 今後のデータ整

理,推計作業の進展に待ちたい｡あるいは,自

身でも推計作業をしたいと思っている｡

とりわけ,このモデルが真に ｢環日本海計量

経済モデル｣と呼ばれうるには,豆満江開発の

進展と日本 ･韓国と中国東北部との交流の拡大

により重要性を増してくるものと思われる北朝

鮮の役割も十分考慮しなければならないだろう｡

このことは南北朝鮮の急接近でますます重要に

なって来ている｡ また,中国東北3省の中でも,

筆者が属する中国朝鮮族自治州を持つ吉林省は

特に ｢北朝鮮ルート｣で日本海に入る方法に伝

統的に強い関心を持ってきており,将来的には

本モデルにも北朝鮮モデルが必要になろう｡ 環

日本海経済研究所でデータの推計などが精力的

に行われており,その作業に期待したい｡また,
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ロシア極東部を中国のように独立のモデルとす

ることも将来的には必要になろう｡
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APPENDIX

EquationlistoftheJapan-seaRimEconometricModel

1.MACROMODEL

1)FINALDEMANDBLOC

(i)Grossdomesticproduct

(1)GDP.J=CP.I+IF.I+CG.I+EX.JllM.I+DISC.I

(2)GDP.K=CP.K+IF.K+CG.K+EX.Kl1M.K+DISC.K

(3)GDP.CT=CP.CT+IF.CT+CG.CT+EX.CTIIM.CT+DISC.CT

(4)GDP.R=CP.R+1F.R+CG.月+EX.RIIM.R+DISC.R

(ii)Grossdomesticproduct(nominal)

(5)GDPN.J=GDPJ･PGDP.I/100

(6)GDPN.K=GDP.K･PGDP.K/100

(7)GDPN.CT=GDP.CT･PGDP.CT/100

(8)GDPN.R=GDP.R*PGDP.1UIOO

(iii)PrivateConsumption

(9)CP.J=7679.12+.375142･(GDP.I)+.334940･(CPJ(ll))

(5.65) (7.78) (3.99)

OLS (1971-1998)R(2=.999SD=1,880.09DW=1.496

(10)CP.K=1449.69+.214539･(GDP.K)+.633847･(CP.K(-1))-5103.32･(D97)-18592.5･(D98)

(3.31) (6.82) (9.65) (-5.45) (112.55)

OLS (1972-1998)R<2=1.SD=789.7195DW=1.331

(ll)CP.CT=144.753+.295252･(GDP.CT)+.276971･(CP.CT(-1))

(9.39) (10.26) (3.67)

OLS (1978-1998) R̂2=.998SD=20.8918DW=1.848

(12)CP.R=109.711+.235059･(GDP.R)

(2.47) (2.49)

OLS (1990-1999)R<2=.366SD=28.8606DW=1.377

(iv)PrivateInvestment

(13)IF.J=-26628.6+.364･(GDP.I)-1858.3･(i.JIDOT(PCP.I))+8378.7･(D9091)-9489.08･(1n8)

(-7.05) (35.63) (-4.90) (2.75) (-3.52)

OLS (1975-1998)R〈2=.989SD=3,086.22DW=1.263

(14)1F.K=-13403.1+.438･(GDP.K)-951.766･(I.K-DOT(PDD.K))I19068.3･(D98)-10488.8･(D97)

ト7.77) (52.24) (-4.32) ト7.94) (-4.52)

OLS (198卜 1998)R<2=.995SD=2,004.56DW=1.345

(15)1F.CT=I112.647+.317619*(GDP.CT)-7.03461*(I.C-DOT(WPI.CT))

仁4.05) (29.37) (-3.00)

OLS (1980-1998)R<2=.98SD=弧3744 DW=1.437

(16)1F.R=170.9618+.373799･(GDP.R)

(-4A4) (10.98)

OLS (1990-1999)R(2=.93SD=10.3976DW=2.008

(Ⅴ)ExportGoodsandServices(nominal)

(17)EXN.J=694.966+1.087*(EXAM.J*RATEJ/1000)

(1.25) (71.01)

Orrcut (1971-1998)R<2=.999SD=490.3399DW=1.68RO=.484

(18)EXN.K=154.831+1.19595,(EXMN.K･RATEK/1000)

(.18) (80.19)
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OLS (1971-1998)R(2=.996SD=3,488.24DW=2.114

(19)EXN.CT=1.2･(EXMN.CT･RATEC/100)

(20)EXN.R=18282.3+1.09935*(EXMN.R*1uTEE)

(2.96) (133.77)

OLS (1992-1999)R〈2=1.SD=12,748.4DW=1.294

(vi)I)eflatorofExportGoodsandServices

(21)PEX.J=1.30209+.718112･(WRI.I)+.164411･(RATEJ)

(.16) (7.92) (ll.07)

Orrcut(1972-1998)R<2=.979SD=2.11151DW=1.45RO=.587

(22)LOG(PEX.K)=2.48588+.227159･(LOG(PDD.K))+.161568･(LOG(RATEK))

(6.97) (3.58) (2.24)

OLS (198611998)R'2=.808SD=.041163DW=2.164

(23)PEX.CT=PUEC･RATEC/4.7832

(vii)ExportGoodsandServices

(24)EX.J=EXN.I/PEXJ･100

(25)EX.K=EXN.K/PEX･100

(26)EX.CT=EXN.CT/PEX.CT･100

(27)EX.R=EXN.R/PGDP.R･100

(壷)ImportGoodsandServices(nominal)

(28)INN.J=3134.09+1.13587*(IM .J*RATEJ/1000)

(1.22) (26.85)

Orrcut(1972-1998)R(2=.994SD=823.1515DW=2.073RO=0.917

(29)INN.K=-1108.72+1.18366*(IMMN.K*RATEK/1000)

(-1.26) (76.46)

OLS (1971-1998)R(2=.995SD=3,344.58DW=1.638

(30)INN.CT=1.2*(IM .CT*RATEC/100)

(31)law.R=5622.01+1.20855*(m4nW.R*RATER)

(.27) (27.48)

OLS (1992-1999)R∧2=.991SD=38,726.8DW=2.383

(ix)DeflatorofImportGoodsandServices

(32)LOG(PIM.I)=-3.43211+.844441･LOG(PUMJ)+.837410･LOG(RATEJ)

(-15.21) (21.35) (24.82)

Orrcut(1971-1998)R(2=.995SD=.020425DW=1.662RO=0.796

(33)LOG(PIMK)=-5.38561十.888632事LOG(PE/MJ)+.894755*LOG(RATEK)

(-12.63) (12.04) (9.26)

OLS (197111998)R'2=.974SD=.102000DW=1.215

(34)PIM.CT=PtMC*RATEC/4.7832

(Ⅹ)ImportGoodsandServices

(35)IM.J=IMN.I/PIM.J･100

(36)IM.K=IMN.K/PIM.K･100

(37)IM.CT=IMN.CT/PIM.CT･100

(38)IM.R=IMN.R/PGDP.R･100

2)CAPACITYUTILIZATIONANDLABORMARKETBLOC

(i)CapacityUtilization

(39)CU.J=52.9324+2.36686･(GDP.I/N.I)-.689953･(K.I(-1)/N.I)

(3.84) (4.50) (-4.77)

Orrcut(1972-1998)R(2=.625SD=3.98983DW=1.726RO=0.307

107



108 調査と研究 第20号 (2000.10)

(40)CU.K=62.6443+.733475･(GDP.K/N.K)-.235765･(K.K(-1)/N.K)

(28.98) (13.80) (-ll.60)

OLS (1980-1998)R〈2=.923SD=1.87468DW=1.205

(ii)Capitalstock

(41)K.J=(llDJ)･K.I(ll)+1F.I

(42)K.K=(1-D.K)･K.K(ll)+1F.K

(iii)LaborDemand

(43)N.J=4311.36+.005817･(GDP.I)-539.451･(WI.I/PCP.I)

(55.04) (27.27) (-3.37)

OLS (1970-1998)R<2=β96SD=33.2950DW=1.022

(44)LOG(N.K)=3.52131+.327929･LOG(GDP.K)

(24.80) (27.35)

Orrcut (1972-1998)R(2=.995SD=.012759DW=1.63RO=.627

(45)LOG(L.CT)I5.56+.606*LOG(GDP.CT)-.610･LOG(W.CT/WPI.CT)+.084･D86-.070･(D9798)

(32.81)(6.30) (-3.00) (2.39) (-2.38)

OLS (1979-1998)R(2=.957SD=.031001DW=1.246

(iv)UnemploymentRate

(46)tlR.J=-2.18515+4.90374･(WI.I/PCP.I)+.855157･(1n8)

(-1.00) (2.23) (4.31)

Orrcut (1971-1998)R<2=.917SD=.194692DW=1.099RO=.804

(47)DOT(UR.K)=8.19753-.793209*(DOT(IF.K))+141.851*(D98)

(2.33) (-3.57) (10.31)

OLS (1973-1998)R<2=.895SD=11.5514DW=1.802

(48)UR.CT=.433740+.097011*(W.CT/WPI.CT)

(.74) (3.84)

OLS (1984-1998)R(2=.496SD=.422410DW=1.386

3)WAGE-PRICEBLOC

(i)Wage

(49)DOT(WIJ)=6.75563+1.07158*(DOT(PCP.I))-2.03900*(UR.I)

(3.35) (9.98) (-2.80)

OLS (1970-1998)R(2=.886SD=2.12206DW=1.226

(50)DOT(WI.K)I18,5674+.425441･(DOT(PDD.K))13.73624･(UR.K)

(3.63) (2.32) (-3.05)

Orrcut (1976-1998)R(2=.831SD=3.83381DW=1.973RO=.786

(51)DOT(W.CT)=26.9818+.528826*(DOT(WPI.CT(-1)))-7.11847*(UR.CT)

(4.23) (2.38) (-3.04)

OLS (1981-1998)R<2=.379SD=5.89120DW=1.376

(52)WI.R=788.493+.019596･(PGDP.R)

(.78) (10.34)

OLS (1990-1999)R(2=.922SD=2,312.44 DW=1.520

(ii)Prices

(53)WPIJ=7.64415+31.0639･(WI.J･N.I/GDP.I)+.309206･(PIM.I)+.134876･(CU.I)

(.79) (9.17) (16.27) (2.00)

Orrcut (197卜1998)R(2=.987SD=1.66441DW=1.599RO=0.507

(54)PDD.K=I43.4203+59.8757･(WI.K･N.K/GDP.K)+.276865･(CU.K)+.570675･(PIM.K)

(-4.95) (33.13) (3.45) (13.93)

OLS (1980-1998)R(2=.997SD=1.82878DW=1.750
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(55)WPI.CT=-26.7470+.031450･(W.CT･L.CT/GDP.CT)+15.5089･(D9798)

(-8.94) (40.92) (4.15)

OLS (1978-1998)R<2=.992SD=4.34634DW=1.295

(56)PGDP.R=I11727.4+47.4799･(WI.R)

(I.23) (10.34)

OLS (1990-1999)R<2=.922SD=113,827.1DW=1.622

(57)PCP.J=41.2591+.115548･(WPI.I)+.487560･(WI.I)

(4.56) (3.63) (7.10)

Orrcut (1973-1998)R'2=.998SD=.727449DW=1.319RO=.843

(58)LOG(PGDP.I)=3.34475+.291324･LOG(WPI.I)

(13.58) (5.59)

Orrcut (1971-1998)R∧2=.972SD=.016438DW=1.387RO=0.887

(59)LOG(PGDP.K)=I.124842+1.02566･LOG(PDD.K)

ト1.36) (49.76)

Orrcut(1972-1998)R<2=.999SD=.020564DW=1.283RO=0.680

(60)PGDP.CT=12.9876+.926304･WPI.CT

(3.31) (28.66)

Orrcut (1978-1998)R<2=.996SD=3.132DW=1.212RO=0.588

4)FINANCIALMARKETBLOC

(61)1J=2.05361+.446752･(DR.I)-.249642･(M.I/PGDP.I)
(2.67) (5.56) (-1.91)

OLS (1970-1998)R(2=.811SD=.650582DW=1.469

(62)LOG(I.K)=-7.33+1.72388･(LOG(GDP.K))-1.71018･(LOG(M.K/PGDP.K))+.732225･(D98)

(-1.09)(1.77) (-2.16) (2.65)

Orrcut(1972-1998)R〈2=.683SD二.162925DW=1.695RO=0.662

2.TRAI)EMODEL

1)EXPORTPRICE

(63)LOG(PUEJ)=4.78405+.822740･(LOG(WPI.I))I.788822･(LOG(RATEJ))

(ll.70) (7.22) 仁13.45)

Orrcut(1971-1998)R∧2=.994SD=.026378DW=1.717RO=0.834

(64)LOG(PtLEK)=4.37633+.500939*(LOG(PDD.K))-.321087*(LOG(RATEK))-.384644*(In798)

(6.49) (ll.29) (-2.49) (-5.26)

OLS (1971-1998)R<2=.942SD-.081484DW-1.277

(65)LOG(PUEC)=1.71601+.708767*(LOG(WPI.CT))-.272416*(LOG(RATEC))

(5.36) (7.68) ト3.74)

OLS (1980-1998)R(2=β33SD=.047889DW=1.674

2)EXPORTofGoods(nominalprice,dollarbase)

(i)ExportfromJapan

(66)EXAM.J=EXANK.I+EXMNCT.I+EXMNR.I+EXMNROW.I

(67)EXMVK.J=EXK.J#*PtLEJ/100

(68)LOG(EXK.J#)-6.40610+.668363･(LOG(GDP.K))-.731046･(LOG(PUEJ/(PGDP.K/RATEK)))

(2.94) (9.18) (-3.40)

OLS (1972-1998)良(2=.928SD=.147696DW=1.345

(69)EXAmCT.J=EXCT.J#･PtlEJ/100

(70)LOG(EXCT.J#)=-8.90730+1.93583･(LOG(GDP.CT))

(-6.15) (10.68)

OLS (1988-1998)R(2=.919SD=.162518DW=1.256
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(71)EXMNR.J=EXMNR.J#/RATER

(72)EXMVRJ#=628.1852+.002681*GDPNR

(.82) (6.03)

OLS (1992-1998)R<2=.8550SD=1213.731DW=1.932

(73)EXnWROW.J=114154.8+.251174*(WTM)

(6.54) (12.13)

Orrcut (1984-1998)R<2=.979SD=12,354.5DW=1.606RO=.431

(ii)ExportfromKorea

(74)EXMN.K-EXMNJ.K+EXAmCT.K+EXMNR.K+EXANROW.K

(75)EXMNJ.K=EXJ.K#･PUEK/100

(76)LOG(EXJ.K#)=-ll.01+1.882*LOG(GDP.Jト‥832*LOG(PtIEK/(WPI.I/RATEJ))+.32*D89

(-2.74)(8.64) (-3.12) (2.44)

OLS (1973-1998)R<2=.966SD=.123455DW=1.405

(77)EXAmCT.K=EXCT.K#･PUEK/100

(78)LOG(EXCT.K#)=128.9998+4.29759･(LOG(GDP.CT))

仁6.58) (7.96)

OLS (1992-1998)良(2=.912SD=.268066DW=1.487

(79)EXMNR.K=EXMNR.K#/RATEE

(80)EXMNR.K#=-178.8991+.004278･GDPN.R

(-.83) (34.18)

OLS (1992-1998)R(2=.9949SD=34⊥776DW=2.078

(81)EXMNROW.K=-14507.7+.109224*(WTM)+19299.9*(上乃8)

卜2.97) (18.04) (5.78)

Orrcut (1980-1998)R〈2=.992SD=3,246.17DW=1.762RO=.620

(iii)ExportfromtheChineseNortheast

(82)EXMV.CT=EXAmJ.CT+EXMNK.CT+EXMNR.CT+EXAmTROW.CT

(83)EXMNJ.CT=EXJ.CT#･PUEC/100

(84)LOG(EXJ.CT#)=-19.650+2.25423･(LOG(GDP.I))-.351237･(LOG(PUEC/(WPI.I/RATEJ)))

(-7.24) (9.71) (-2.91)

OLS (1988-1998)R<2=.913SD=.042075DW=2.046

(85)EXMNK.CT=EXK.CT#*PUEC/100
(86)LOG(EXK.CT#)≡-16.84+2.41354*(LOG(GDP.K))-.984166*(LOG(PUEC/(PDD.K/且4TEK)))

ト3.73)(5.80) (-2.95)

OLS (1992-1998) R̂2-.841SD=.114718DW=1.553

(87)EXMNR.CT=EXMNCT#/RATER

(88)EXMNR.CT#=690.7547+.002521･GDPN.R

(.74) (4.66)

OLS (1992-1998) R̂2=.7756SD=1476.703DW=1.759

(89)EXMNROW.CT=1294.63+.003892･(WTM)

(4.01) (10.04)

OLS (1986-1998)R'2=.893SD=363.4577DW=1.317

(iv)ExportfromRussia

(90)EXMN.R-EXMNJ.R+EXMVK.R+EXMNCT.R+EXMNROW.R

(91)EXMNJ.R=EXMNJ.R#/RATEJ

(92)EXMNJ.R#=-1469956+3.56911･(GDPN.I)

(-4,52) (5.37)

OLS (1992-1998)R<2=.822SD=23,771.1DW=2.038

(93)EXMNK.R=EXAAVK.R#/RATEE
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(94)EXAWK.R#=1502594.7+2.71749*(GDPN.K)

(-3.69) (7.41)

OLS (1992-1998)R<2=.9SD=74,741.2DW=3.538

(95)EXAmCT.R=EXMNCT.R#/RATEC

(96)EXMNCT.R#=2668.ll+.672889･(GDPN.CT)

(1.38) (1.91)

OLS (1990-1998)R∧2=.2485SD=2282.844DW=.816

(97)EXMNROW.R-151730.4+.117007･(WTM)

(-5.14) (ll.78)

OLS (199211998)R∧2-.958SD=3,853.79DW=2.663

(Ⅴ)ExportfromRestoftheWorld

(98)EXMN.ROW=EXMNJ.ROW+EXMNK.ROW+EXMNCT.ROW+EXMNR.ROW

(99)EXMNJ.ROW=EXJ.ROW#･PUE.ROW/100

(100)LOG(EXJ.ROW#)=-32.85+3.70*(LOG(GDP.I)ド.618*(LOG(PtlE.ROW/(WPI.I/RATEJ)))

(-5.01)(6.94) (-2.89)

OLS (1991-1998) R̂2=.868SD=.047983DW=1.616

(101)EXMNK.ROW=EXK.ROW#･PUE.ROW/100

(102)LOG(EXK.ROW#)=-2.6+1.59･(LOG(GDP.K))I.894･(LOG(PUB.ROW/(PDD.K/RATEK)))

(I.96)(8.18) (-5.66)

Orrcut(1989-1998) R̂2=.981SD=.042088DW=1.303RO=0.503

(103)EXMNCT.ROW=EXCT.ROW#･PUE.ROW/100

(104)LOG(EXCT.ROW#)=-9.76750+2.15517･(LOG(GDP.CT))

(-5.57) (9.82)

OLS (198811998) R̂2=.905SD=.196715DW=1.526

(105)EXMNR.ROW=EXMNR.ROW#/RATER

(106)EXMNR.ROW#=18096.1+.18429･GDPN.R

卜.29) (ll.15)

OLS (1992-1998) R̂2=.954SD=44432.615DW=1.49

3)WorldTrade

(107)WTM=IAm4N.I+IAmQN.K+IAm4N.CT+mmQN.R+IMnW.ROW

4)ConvertFromExportsGoodstoImportsGoods

(108)IAmiN.J=EXMNJ.K+EXMNJ.CT+EXMNJ.R+EXANJ.ROW

(109)IM .K=EXMNKJ+EXMNK.CT+EXAmWR+EXAmK.ROW

(110)IAmQN.CT=EXMNCTJ+EXMNCT.K+EXMNCT.R+EXMNCT.ROW

(111)IM N.R=EXMNRJ+EXMNR.K+EXMNR.CT+EXMNR.ROW

(112)IAm4N.ROW=EXMNROW.I+EXMNROW.K+EXANROWCT+EXMNROW.R

5)ConvertFromExportPricestoImportPrices

(113)PtlMJ=EXMNJ.K/IM N.J*PUEK+EXMNJ.CT/IAm4N.J*PUEC+EXANJ.ROW/IAmQN.J*PUE.ROW

(114)PL/MK=EXMNK.I/m4nAV.K*PUEJ+EXMNK.CT/IAmu.K*PUEC+EXMNK.ROW/IA4nmT.K*PUE.ROW

(115)PUMC=EXMNCT.I/IAmQN.CT*PUEJ+EXMNCT.K/IAmQN.CT*PtLEK+EXAmCT.ROW/IAm4N.CT*
PtjE.ROW

cc

α

α

か

ListofVariables

GovernmentConsumption(1990price,eachcurrency)

PrivateConsumption(1990price,eachcurrency)

CapacltyUtilization

DepreciationRate

Seefootnote

seefootnote

percent

percent
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DISC StatisticalDiscrepancy+StockInventory(1990priceeachcurrency)
DR DiscountRate

EX ExportofGoodsandServices(1990price,eachcurrency)

EX-# ExportofGoods(1990price,dollarbase)

EXMN ExportofGoods(nominalprice,dollarbase)

EXAM-# ExportofGoods(nominalprice,eachcurrency)

EXN ExportofGoodsandServices(nominal,eachcurrency)

GDP GrossDomesticProduct(1990price,eachcurrency)

GDPN GrossDomesticProduct(nominalprice,eachcurrency)

∫ InterestRate

IF GrossDomesticInvestment(1990price,eachcurrency)

〃 ImportofGoodsandServices(1990price,eachcurrency)

IAm4N ImportofGoods(nominalprice,dollarbase)

1MN ImportofGoodsandServices(nominalprice.eachcurrency)

K CapitalStock(1990price,eachcurrency)

〟 MoneySupply

Ⅳ NumberofWorkers

PCP ConsumersPriceIndex

PDD DomesticDemandDeflator

PEX DeflatorofExportofGoodsandServices

PGDP GDPDenator

PIM DeflatorofImportofGoodsandServices

PtLE UnitPriceofExportGoods

PUN UnitPriceofImportGoods

RATE ExchangeRate

tIR UnemploymentRate

Ⅳ AverageWage

WI WageIndex

WPI WholesalePriceIndex

WTM WorldTrade

Seefootnote

percent

seefootnote

milliondollar

milliondollar

seefootnote

seefootnote

seefootnote

seefootnote

percent

seefootnote

seefootnote

milliondollar

seefootnote

seefootnote

trillionyen,billionwon

tenthousandperson

1990=100

1990=100

1990=100

1990=100

1990=100

1990≡100

1990=100

eachcurrency/dollar

percent

yuan

1990=100

1990=100

milliondollar

I,K,C,CT,R,ROWindicateJapan,Korea,China.theChineseNortheast,RussiaandrestoftheWorldrespectively.

SomevariablesofEX-#,EXMN,EXMN-#indicatetheirtradedirections.Forexample,EXK.J#indicatesexportof

goodsfromJapantoKorea.

Eachcurrency'sunitofthemacroandtradevariablesisbillionyen,billionwon,100millionyuanandmillionruble.


